
単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

　成果指標１の「不燃化促進区域の不燃化率」は、平成18年度からほぼ予定どおり増加し
ている。奥戸街道については、平成21年度より5年間事業を延伸した。今後の不燃化率の
目標達成に向け、幹線道路沿道の不燃化を引き続き推進する。
　成果指標２の「災害に強い街になっていると思う区民の割合」は、ここ3年間をみると区民
の満足度は20パーセント程度であり、防災街づくりに対する区民の期待の高さに比べ、十
分な状態とは言えない。これは、防災街づくりの対象地域が広大であり、多大な経費を要
すること、老朽化した木造建築物が更新時期を迎えている中で、居住者の高齢化や土地
等権利関係の複雑さ、狭小敷地、劣悪な道路状況などが原因となっている。

コ
ス
ト

　国庫補助事業及び都補助事業を導入して補助金を確保するとともに、従前にも増して民
間にできるものは 大限民間を活用し、コスト抑制に努めた。

成果向上
のための
取組方針

　防災街づくりは、個別の事業は終了しても、事業で実施した成果を踏まえ、さらに防災街
づくりの対策に有用な施策や、より効果的な手法・制度への対応が必要となる。今後は、
国庫補助事業及び都補助事業を導入して補助金を確保するとともに、従前にも増して民間
にできるものは 大限民間を活用し、コスト抑制に努める。限られた人員で 大限の成果
を上げるため、これまで区職員が行っていた用地買収に係る説明や道路整備等について
も、民間事業者を 大限活用するため執行方法の見直しを進めていく。
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政策・施策マーケ
ティング調査
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57.10 60.80

54.10 55.10 56.00 59.90

1 ％ 各年度末実績

54.10 55.10 56.30
不燃化促進区域
の不燃化率

現状と課題
「防災街づくり」に関する住民の関心は極めて高いが、事業の性質上コストがかさむこ
とは避けられず、事業の進展は区財政の影響を受けざるを得ない。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 防災街づくり
担当部 都市整備部

担当課 街づくり推進課

災害に強く、安心して生活できる街になっている





－ 3 2

－ － －

1,608.00 1,673.87 4,200.00

26 32 66

8,898.68 8,922.19 10,679.00

90 90 129

27 50 747

－ － －

56.00 59.90 60.80

－ － －

46 47 83

6 13 33

18 20 25

－ － －

100.00 100.00 100.00

38.00 44.00 44.00

0.00 0.00 2,339.00

0 0 213

55,464

35,140 B

20,324 3

取組
内容

309,961 50,648 3

9.98

50.18

7,179

B-772

75,634 74,862

B

－

0.52

2,640

925,808

担当課

10,818

507,464

-7,599

2.13

増減額

 ２１実績 施策内
割合(%)

老朽住宅除却件数
（件）

道路、公園用地取得面
積（㎡）

-671,164

四つ木地区密集住
宅市街地整備促進
事業

道路、公園用地取得整
備面積（㎡）

地区内の建築物建替
件数（件）

－

-259,313

四つ木一・二丁目地
区街づくり事業

共同建替えによる生活
再建推進箇所（箇所）

－

東立石四丁目地区
防災都市づくり

東四つ木地区密集
住宅市街地整備促
進事業

老朽木造住宅等除却
数（件）

民間建築物耐震診
断・改修助成

不燃化整備促進事
業

不燃化促進区域の不燃化
率（％）　(耐火建築物の建
築面積／区域内の建築物
の建築面積）

－

老朽住宅等除却数
（件）

東立石地区密集住
宅市街地整備促進
事業

橋梁補修

コミュニティ住宅管
理

無

無

橋梁耐震化率（％）

166

道路、公園用地取得・
整備面積（㎡）

助成件数（耐震改修設
計・耐震改修・建て替
え工事）（件）

無

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

3

事務事業名

有

B

3

主要橋梁のうち、健全
度が80%以上の橋梁の
割合（％）

成果指標

街づくり推進課

指標名（単位）

有

B

２１
実績

２２
目標

事務事業コスト（千円）

施策トータルコスト
（千円）

254,644

施策名

有

無

無

防災街づくり

8,925 1,2

8,502

２０実績

入居者数（人）

－

8,336

10.93

２０
実績

18,417

助成件数（耐震診断）
（件）

1,173

-4,539

有

7.84

-25,123

都市整備部担当部

－

64,911

10,098

39,788

A

14.75

－

1.99

B

1.68

A

B

－



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

避難施設の確保や食糧、生活用品の調達のための民間協力締結について、当初目標件
数を実績が上回り、災害から復興に向けておおきな力となることが期待され、成果を得るこ
とができた。
なお、２２年度目標については、区と建設関連事業者（１１５社）が個別に締結している既存
の災害協定を廃止し、それぞれの事業者が構成する各建設関連団体（８団体と）新たな災
害協定を締結するため件数減となっている。

コ
ス
ト

老朽化していた固定系屋外子局（１８局）と、地域系防災行政無線（基地局及び１８０局）を
デジタル方式に更新し、災害から区民を守るための施策を充実した。

成果向上
のための
取組方針

区民の生命、身体、財産を災害から守り、その安全を確保するとともに、被災後の区民生
活の再建や地域の復興を図ることは、区の重要な責務である。また、区民要望も非常に高
いことから、災害対策は、今後も充実していくべきである。
　「 飾区地域防災計画」で掲げた、２７年度までの間で被害（火災による死者）を半減させ
るため、各事業の実施方法や費用対効果などに検討を加え、新たに開始した「メニュー方
式によるひとり暮らし高齢者等の居宅・居室の安全化促進事業」などの減災計画を推進す
る。また、地震災害時に、本区の災害対策本部体制の実効性を高めるため、 飾区業務
継続計画（ＢＣＰ）を策定し、そこに経営資源を重点的に配分する。

－ － －

－ － － －

3 － － －

－ －

163 163 168 70

161 160 164 175

11.40 6.77 10.94 7.10

2
民間協力協定の
締結件数

件 －

156

２２年度

1
職員の防災訓練
参加率

％
（訓練参加者数
÷職員数）

11.70 11.80 11.90 12.10 12.0

施策意図 災害に対し的確な対応と迅速な復旧ができる体制になっている。

現状と課題

区の地域にかかる災害に対し、区民の生命、身体・財産を災害から保護するため、災害対策
基本法に基づく 飾区防災会議において、毎年地域防災計画に修正を加え、総合防災訓練等
を通じて、習熟と検証を行っている。防災計画の19年修正では、都の発表した新しい被害想定
に対して、平成27年度までの被害の半減の目標を掲げた。
　その目標に向けて、災害対策では、区職員の防災意識向上のため、より多くの区の職員が
訓練等へ参加することができるよう、訓練の実施方法等を検討していく必要がある。
　また、避難施設の確保や食糧、生活用品の調達のため、様々の分野において、民間協力協
定を締結してきたが、今後もさらなる協定の締結を実施していく必要がある。
　さらに、被害想定では、避難者数が176,275人から285,063人に増加しているため、それに対
応した備蓄品の増強が必要となる。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

平成２２年度 施策評価表

施策名 災害対策
担当部 地域振興部

担当課 防災課





0 0 0

12 12 12

74.43 67.86 100.00

1 1 1

0 0 0

116,600 116,600 116,600

0 5 0

0 1 0

164 175 163

－ － －

3.27 4.10 6.00

－ － －

7.41 7.63 9.00

86.80 86.73 100.00

100.00 100.00 100.00

- - -

0 0 0

130 147 150

5 5 0

－ － －

取組
内容

B

－

施策内
割合(%)

B

0.37

6.57

1.09

2.37

B

無

地域振興部担当部

336,403

指標名（単位）

担当課

事務事業コスト（千円）

－

防災課

B

事務事業名
成果指標

施策名
637,307

15,143

11,796

災害対策

災害対策本部
装備品・備蓄
品

観測情報シス
テム運用

雨量計故障回数（回）

無

有

有

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

施策トータルコスト
（千円）

２０
実績

－

医療資器材等配備品の点検及
び医療救護訓練の開催回数
（回）

無

B

1,710 2

8,807

-69

無

無

58

2

有水防関係

訓練参加率（％）：参加者数／対象地
区の人口
平成21年度までに対象地域人口の
６％の参加者数を目標とする。 有

15,074

無

1.38

-2,989

－

0.27

雨水流失抑制指導件数（件）

被害発生件数（床上・床下浸水
件数）（件）

1,652

1.46

防災研修室年間利用率（%）：年間利
用件数／利用可能件数（５箇所×３回
×３６５日）×１００

避難標識設置率（%）：（標識設置済み
避難場所数＋標識設置済み一時集合
場所数）／（避難場所数＋一時集合
場所数×１００）

河川・公共溝
渠維持管理

区民からの苦情要望件数（件）

－

火災等り災者
見舞金支給

B

56,596 2
8.88

9,602

－

防災倉庫等維
持管理

総合防災訓練

見舞金受給率（%）：受給世帯
数／小災害り災世帯数×１００

-

深井戸給水施
設

41,865

防災行政無線

試験方法の苦情処理件数（件）

故障回数（回）

故障回数（回）

備蓄食糧充足率（%）（備蓄食数／
備蓄目標）：587,272食(備蓄目標)
＝185,219人（避難所生活者数）×
3食＋31,615人（帰宅困難者数）×
1食

給水能力（人分）

7,464

-3,351

民間気象情報提供回数（回）

防災計画推進

民間協力協定数（団体）

9,087

5,701 2,350

23,941

２１
実績

6,968

-80

 ２１実績

7,048

増減額
２２

目標
２０実績

52.79

87,499

2

－32,778

1

248,904 B

B

9,32410,937

-1,613

46,994

31,405 1

4.93

B

B



1,091,879 1,462,546 1,400,000

－ － －

－ 11.35 50.00

－ － －

0.80

1

無

－ 5,105 B

5,105

－

有

－ 1,086 B

121,700

19.10

ひとり暮らし高齢者等
選択式防災用品助成

助成実施率（％）＜助
成者数／対象者数×
１００＞

0

排水場施設整備

総排水量(ｍ3） 120,614

事務事業名
成果指標 事務事業コスト（千円）

取組
内容

 ２１実績 施策内
割合(%)

効率性
の分析増減額
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令
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２０
実績

２１
実績

２２
目標

２０実績

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

施策名 災害対策

施策トータルコスト
（千円）

担当部 地域振興部

637,307 担当課 防災課



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

成果向上
のための
取組方針

　
　 区地域防災計画に掲げた減災目標（平成27年度までの間に火災による死者の半減）など災害時
の被害を 小限にとどめるには、自助・共助による自主防災を基本として、防災市民組織の活性化
を促進し、地域防災活動の環境整備が推進されなければならない。区は、区民が防災活動を自主
的かつ継続的に、また、災害に対して、迅速かつ的確に対応できるように、側面からの支援を一層
強化していく必要がある。
そのため
１　防災活動拠点整備
　　平成１９年度末に東京都により発表された地域危険度等を考慮し、用地取得及び既存公園の整
備により、基本計画で定めた３０箇所の整備に向けて、事業を推進していく。
２　防災市民組織育成と地域防災活動支援
　　区と区民等の連携の強化を図り、また、自主防災組織相互の連携を指導していく。さらに、訓練
等の多様化を図るとともに、自助・共助による自主的活動　の支援強化を図りつつ、地域防災力を
より高めていく。また、地域の火災危険　度に基づいて自主防災組織への消防ポンプの配備の増強
や街路消火器の配置の見直し等を行い、地域の消火力を高めていく。

評価・
分析

成
果

これまでの「防災活動」は、成果指標１の「防災訓練を実施した自治町会数」では、区内２４
１自治町会の内、７０％以上の結果となっており、成果を上げている。

コ
ス
ト

２１年度整備において整備数が25か所となり、引き続き地域防災計画に定めてある３０か所
の計画達成に向け努力を行う。

－ － － －
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16.80 14.70 14.20 14.80

－

2
防災訓練に参加
したことのある区
民の割合

％
政策・施策マー
ケティング調査

3 － － －

193.00 185.00 146.00 180.00

13.70 13.90 14.00 14.10 14.20

２２年度

1
防災訓練を実施
した自治町会数

件 －

141.00 145.00 145.00 145.00 145.00

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

施策意図 災害発生時に地域で救援・応急活動を迅速に行っている。

現状と課題

　 平成１８年５月に東京都より発表された首都直下型地震の 飾区の被害想定で
は、焼失棟数42,360棟、死者726人、負傷者9,073人等多くの被害が見込まれており、
そのため、区地域防災計画では、平成27年度までの被害の半減を目標に掲げて様々
な施策を推進していくことを定めた。
　 その目標を達成するため、防災活動においては、震災直後の初期消火や救助活動
が大変重要となるが、 阪神淡路大震災や新潟県中越沖地震でも地域住民が大きな
力を発揮しており、自助、共助による地域の防災活動力の一層の増強が課題となる。

２０年度 ２１年度

平成２２年度 施策評価表

施策名 防災活動
担当部 地域振興部

担当課 防災課





24 25 26

49.98 49.06 51.00

60.58 74.69 66.00

12 12 12

35.68 33.20 40.00

353 356 348

500 500 500

－ － －

20,571 20,962 21,000

82.00 88.00 100.00

92.30 92.23 99.00

－ － －

23,481 24,188 30,000

－ － －

40.71 55.02 68.52

－ － －

0.12

-4 B

176 172 2

－

-3,976 B

－

16,904

9.33

2,109 2,069

-40 B

1.49

－

-8 B

10,650 10,570 －

7.63

16,537 21,905 －

B

0.56

-80

5,368 B

15.81

11,885 －

78,237

-22,712

56.47

100,949

8.58

-5,034 B

防災課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

施策内
割合(%)

B

取組
内容

増減額

防火防災協会
（本田・金町）
助成

助成対象事業件数（件）[火災
予防運動、防災週間など]

－

地域防災活動
支援

防災活動拠点
整備

防災市民組織
育成

実施率（%）[防災市民組織防
災訓練数／対象数]×100

市民消火隊１隊あたり年間訓
練回数（回）

拠点累計数（拠点）

消防団（本田・
金町）助成

延べ出動人数（人）

定員充足率（%）[現員／定員
1,200名×100]

無

担当課

事務事業名
成果指標

累計貸与数（台）

充足率（％）　（街路消火器の
設置数／設置目標本数9,700
本×100）

－

784 776

指標名（単位）
２０

実績

助成実施率（％）＜助成組織
数／対象組織数×100＞

拠点がカバーする世帯の率
（%）

２１
実績

16,919

街路消火器

防災訓練災害
補償等掛金

普通救命講習会受講者の割
合を職員全体の1/5まで高め
る。目標値対する講習会を受
講した職員の割合(%)

－

無

防災訓練等参加者数(人)：地
区訓練参加者数＋市民消火
隊訓練者数＋総合防災訓練
参加者数

－

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

138,542

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

地域振興部担当部

施策名

無

無

無

防災活動

普通救命講習
会用教材購入

無

無

12,928



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

　成果指標１の犯罪発生件数は、平成１５年以来６年ぶりに増加に転じ、また成果指標２
の防犯対策をしている区民の割合についても昨年と比べてマイナスに転じ、平成１９年度と
同程度の水準となった。

コ
ス
ト

私道防犯灯助成事業では、防犯灯、ポール等の仕様を見直したことにより、コストが減少し
たものの、地域安全活動支援事業で、民間業者への地域安全パトロール業務委託をおこ
なったことと、街路灯管理で、電気料金の支払いが増加したため、トータルコストは増となっ
ている。

成果向上
のための
取組方針

　犯罪発生件数が、６年ぶりに増加に転じたことから、地域安全活動団体との連携をより一
層強化し、活動支援を推進するとともに、様々な機会を捉えて区民の防犯意識の向上を図
る。

－ － －

－ － － －

3 － － －

－ －

44.80 45.60 46.20 46.80

43.00 45.30 46.30 45.20

7,146 6,897 6,154 6,233

2
防犯対策をしてい
る区民の割合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

43.90

２２年度

1 犯罪発生件数 件
警視庁刑事総務
課資料・暦年
データ

7,494 7,457 7,420 6,013 5,876

施策意図 犯罪や事故から身を守り、安心して暮らせるまちになっている。

現状と課題

本区の犯罪発生件数は、数年間１万件前後の高い水準で推移したが、様々な施策
や地域の自発的な取り組みの結果、6,000件近くまで減少した。
しかし昨年の区内における犯罪発生件数は、平成１５年以来６年ぶりに増加に転じた
ため、引き続き生活安全対策を進め、犯罪の抑止と減少を図っていく必要がある。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

平成２２年度 施策評価表

施策名 生活安全対策
担当部 地域振興部

担当課 防災課





670 800 800

－ － －

172 184 189

－ － －

177 155 140

－ － －

91 71 160

286 386 720

464 567 500

18 14 16

86 56 110

6,195 6,192 6,270

798 800 800

12,548 12,876 6,600

43,371

-6,591

1,975 1,132

B

301,610 333,459 －

31,849

1,060

43

-843

事務事業名
成果指標

0.28

83.86

B

B

－

9.25

－

11,279

-20

0.32

防犯協会（ 飾・亀
有）助成

B
薬物乱用防止ポス
ター・標語応募数（件）

1,236

B

増減額

 ２１実績２１
実績

２２
目標

施策内
割合(%)

２０実績

器具損傷、灯柱損傷等
事故件数（件）

施策トータルコスト
（千円）

397,661

事務事業コスト（千円）

6,862

２０
実績

 飾区民大会参加人
数（人）

－

指標名（単位）

保護司会助成

社会を明るくする運動
「区民の集い」参加者
数（人）

地域安全活動支援事
業

助成団体の累計数（団
体）

23,307

－

地域振興部担当部

防災課担当課

街路灯管理

ランプ不点等通報件数
（件）

取組
内容

664

薬物乱用防止啓発

-12

0.17

1,2

2

B

助成対象事業件数
（件）

無

無

－

0.26

B

16,445

676

5.86

1,040

設置助成交付基数
（基）

補助金交付基数（基）

社会を明るくする運
動

「葛飾区民の集い」参
加人数（人）

強調月間の行事参加
者数（人）

私道防犯灯助成事業

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

無

施策名

無

無

無

生活安全対策

無

36,780



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 消費生活
担当部 地域振興部

担当課 産業経済課

正しい知識により賢い消費者の目を身につけ、安心して生活している。

現状と課題

消費者からの相談・苦情も多様化･複雑化している。広報かつしかに「くらしのまど」の
掲載や啓発冊子（くらしにいかす）の発行、消費者講座の開催等、各種事業を展開
し、消費者団体とは、生活展など協働している。消費者が社会変化に的確な対応が
できるように各種事業の内容を工夫することや消費者団体の育成が課題である。
  近年は、高齢者を狙い撃ちにして悪徳商法が横行しており、被害額も大きくなりつつ
ある。消費生活の安心は、本区に限らず、全国的な課題である。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

95.30 95.00 95.00 95.00

1
消費者被害に
あったことのない
区民の割合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

95.00

2 － － －

－

93.20 97.40 97.40

－ －

95.90

－ －

－ － － －

3 － － －

－ － － － －

－ － － －

評価・
分析

成
果

消費者被害にあったことのない区民の割合は、昨年と同様に目標値を超えた。これは消費
者に対する教育・相談業務が少しづつではあるが充実してきていると考えられる。

コ
ス
ト

トータルコストについては、上昇しているが、この主な理由は、消費生活行政活性化基金
（都補助金）を活用し相談業務の充実を図ったことによる増加である。
　 本施策の直接的な事業費については、６割を消費生活相談員の雇用経費が占めてい
る。しかし、消費生活相談員の処遇改善が叫ばれている現状を考えると、相談員経費の削
減は困難である。

成果向上
のための
取組方針

平成21年9月に、消費者庁が設置されるとともに、地方の消費生活センターについては明確に法的
機関として位置づけられた。そのため、消費生活センターが持つ学習機能や相談機能をますます充
実させ、消費生活の安定を図る必要がある。
　特に、地方消費者行政の充実を図るため２１年度から３年間の期間限定で都に設置されている地
方消費者行政活性化基金を積極的に活用していく。
　本施策については、職員人件費や相談員の雇用費用が中心である。消費生活対策の充実が求め
られる中、人件費の削減は、優秀な人材の流出など事業の後退につながる。そのため、本施策につ
いては、事業費の上昇をできる限り抑えつつ、成果の向上を目指すべきものと考える。
　 具体的には、安全で安心できる消費生活の実現をめざして制定された「 飾区消費生活条例」に
基づき設置された消費者被害救済委員会及び消費生活対策審議会を十分に機能させることにより、
消費者救済事業の充実を図る。また、消費者被害の多様・複雑化に対応するため、研修に積極的に
参加させること等により相談員の質を高め、消費生活相談事業の充実を図る。
　一方、消費生活モニター事業および展示室運営事業については、より成果を向上させる観点から、
事業の改善を図っていく。





584 618 1,000

203 309 250

94.81 94.50 98.00

－ － －

1,754 1,504 4,000

166 122 270

338 334 332

107 56 100

1,000 850 1,100

－ － －

2,000 2,000 2,000

1,800 1,800 1,800

3,002 3,004 3,100

98.95 98.68 99.50

97.41 95.13 99.10

－ － －

4.63
2,747 2

24,782

A

1

655

3,079

25,437

-332 A

A

42.89

6,187 5,869 2
9.90

-318

1

787

A

3,680 3,520 2

-527

10.42

－

-224 A

A

5.94

1,977

A

11,251 10,724 3
18.08

施策内
割合(%)

施策トータルコスト
（千円）

消費者教育

受講感想アンケート満足度
（％）＝「ためになった」等回答
者数／アンケート回答数　目標
22年度 98％

－

消費者活動育成
事務

2,850

128

増減額

59,305

２０実績

有

展示室運営（消
費生活センター）

消費者学習室の利用者数
(人）目標22年度　4,000人

取組
内容

4.81

 ２１実績

事務事業コスト（千円）

消費生活モニ
ター

調査及び報告書提出数（枚）
（アンケート調査＋量目調査＋
随時報告＋自主学習　報告）
目標22年度 1,000枚

２２
目標

消費生活展

スタンプラリー参加者（人）
目標22年度　1,100人

－

研修会等参加延人数（人）（打
ち合わせ会＋研修会＋懇談
会）目標22年度 250人

２１
実績

展示室開場日数（日）（３６５日
-休館日-区の行事により利用
不可能日）　目標２２年度３３２
日

図書資料等貸出数（冊）　目
標22年度100冊

事務事業名
成果指標

消費者学習室貸出件数
（件）目標22年度　270件

2,722

-160

指標名（単位）
２０

実績

有

斡旋・助言・他機関紹介等によ
り処理した相談件数（件）=相談
受付数－（斡旋　不調数＋処
理不能数）

A

3.33

くらしにいかす配付部数
（部）　目標22年度　2000部

くらしの豆知識配付部数
（部）　目標22年度　1,800部

有

有

有

2,201

消費生活相談 斡旋・助言・他機関紹介等によ
り処理した相談処理率（％）（斡
旋・助言・他機関紹介等により
処理した相談件数÷相談　受
付件数）

消費生活情報提
供

消費者被害救済
事業

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

1

施策名 消費生活
地域振興部担当部

産業経済課担当課

有

有

6,181

斡旋成立率（％）

－

有

5,394


